
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

〇 趣 旨 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 26 条に、教育委員会は毎年、教育に

関する事務の管理及び執行の状況について点検・評価を行うことなどが規定されている。 

この報告書は、同条に基づき作成するもので、議会へ提出するとともに公表する。 

また、「あいちの教育ビジョン２０２５」に基づく取組状況の年次報告書としても位置

付ける。 

 

〇 学識経験者の意見 

点検・評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るこ

ととされているため、以下の３人の方々から、2023 年度の事務は着実に取り組まれており、

今後の取組にも期待しているとの意見をいただいた。 

氏 名 所 属 等 

柴 田  好 章 名古屋大学大学院教育発達科学研究科教育科学専攻教授 

杉 浦 慶一郎 愛知教育大学理事（連携・附属学校担当）・副学長 

玉 置   崇 岐阜聖徳学園大学教育学部教授 

 

「2023 年度 教育に関する事務の点検・評価報告書」 の概要 

◎ 主な 2023 年度の実績と今後の取組 

◎ 教育に関する事務の点検・評価報告書について 

第１章 自ら学びに向かう教育を充実させ、自己の可能性を伸ばす力を育みます 

《特色ある学校教育》 

【実施状況】 

・ ＩＣＴ教育における１人１台端末の利活用の推進 

・  「中高一貫校（第一次導入校）」「フレキシブルハイスクール」及び 「夜間中学」につ

いて学校の概要を公表 

・ 「愛知・つながりプラン 2028（第３期愛知県特別支援教育推進計画）」の策定 

（2024 年２月） 

・ 国際基督教大学（ＩＣＵ）との包括連携協定の締結 

【今後の方向性】 

・ リーディングＤＸスクール（生成ＡＩパイロット校）における生成ＡＩの実践 

・ ＩＣＴ環境の改善と、生成ＡＩを活用した教育の推進 

・ 公立学校情報機器整備基金による、市町村における児童生徒用端末の更新 

・ 「中高一貫校」「フレキシブルハイスクール」「夜間中学」の 2025 年４月・2026 年

４月の開校 

・ 共生社会の実現に向けた、インクルーシブ教育システムの構築 

・ 愛知教育大学、愛知県立大学、愛知大学、名古屋外国語大学、国際基督教大学との

高大連携・接続 

第２章 人としての在り方・生き方を考える教育を充実させ、実践力を伴った道徳

性・社会性を育みます 《いじめ・不登校対策》 

【実施状況】 

・ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの継続的な配置 

・ 児童生徒が抱える悩みを相談できる、ＳＮＳ相談事業（あいちこども相談）の実施 

【今後の方向性】 

・ スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの相談体制の一層の充実 

・ 不登校生徒支援を目的とした、校内フリースクールモデル校（５校）の設置 

・ 2026 年度に岡崎市へ移転する総合教育センターに不登校支援のセンター機能の設置 

第３章 健やかな体と心を育む教育を充実させ、生涯にわたってたくましく生きる

力を育みます 《健康・体力の向上》 

【実施状況】 

・ 愛知県版「新子供の体力向上運動プログラム」を活用した、児童生徒の体力向上 

・ 部活動の地域移行・地域連携の進め方に関するガイドラインの策定 

【今後の方向性】 

・ タグラグビーやフラッグフットボールといった、運動が苦手な児童生徒でも楽しみ

ながら体を動かせる種目を体育の授業に取り入れるなど体力向上の取組の推進 

・ 休日の部活動の地域移行の実証事業の推進と、あいち地域クラブ活動人材バンクシ

ステムによる指導者の確保 

第４章 ふるさとの魅力やあいちの伝統・文化に学びつつ、技術の進歩に取り組み、

社会の発展を支える人を育みます 《キャリア教育の推進》 

【実施状況】 

・ 小・中・高等学校等を通じた、系統的なキャリア教育の推進 

・ 高等学校と商工会との協働による、産学連携地域活性化事業「CAREER Discovery」

の実施 

【今後の方向性】 

・ インターンシップ等の体験的な活動の推進など、キャリア教育の一層の充実 

・ ものづくりを始めとする様々な分野の地域産業のスペシャリストや担い手の育成 

第５章 世界とつながり、生き生きと活躍するために必要な力を育みます 
《グローバル教育と多文化共生の推進》 

【実施状況】 

・ 先進的な英語教育の拠点高校 （研究推進校４校、研修推進校４校、連携推進校 12 校）

における、英語で英語を教える、あいちリーディングスクール事業の実施 

・ 小中学校における日本語教育適応学級担当教員の増員 

【今後の方向性】 

・ あいちリーディングスクール事業指定校 （研究推進校４校、研修推進校４校、連携推

進校 12 校）の取組の成果を県全体に普及・還元 

・ 日本語教育適応学級担当教員等の配置の拡充 
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第６章 子供の意欲を高め、教師の働きがいがある魅力的な教育環境づくりを進めます 

《働き方改革と教育環境の整備》 

【実施状況】 

・ 「県民の日学校ホリデー」「ラーケーションの日」の実施 

・ 長寿命化計画に基づく、県立学校施設の老朽化対策の実施 

・ トイレ改修等の施設の整備 

【今後の方向性】 

・  「県民の日学校ホリデー」 「ラーケーションの日」の実施による休み方改革プロジェク

トの推進 

・ 働き方改革ロードマップに基づく、学校の働き方改革の推進 

・ 長寿命化計画に基づく、県立学校施設の老朽化対策の推進 

・ 県立高校の体育館・武道場への空調設備の整備の推進 

第７章 大規模災害や感染症拡大等の緊急時においても、子供たちが安心・安全に

学べることを保障します 《オンライン学習と学校安全の確保》 

【実施状況】 

・ オンライン学習支援サービスを利用した、県立学校の学習支援の推進 

・ 学校事故対応講習会を開催し、事故等の未然防止及び応急手当などを共通理解 

【今後の方向性】 

・ 緊急時におけるＩＣＴ・オンライン機能の確保と教員研修の充実 

・ 学校安全計画・学校危機管理マニュアルの定期的な更新と効果的な活用方法の研究 

◎ クローズアップ 2023 年度の特徴的な取組 

③ 夜間中学 

  日本語指導が必要な外国にルーツをもつ方や不登校などの理由により中学校に

十分に通えなかった方に対する、日本語の基礎や義務教育段階の学び直しができる

夜間中学を開校。 

2025 年 とよはし中学校（豊橋工科高等学校内） 

2026 年 とよた中学校（豊田西高等学校内） こまき中学校（小牧高等学校内） 

    いちのみや中学校（一宮高等学校内） 

④ 休み方改革プロジェクト 
  愛知県は、ワーク・ライフ・バランスの充実と日本経済の活性化を目指し、休み

方改革プロジェクトを推進している。これを受けて家族と子供が一緒に過ごせる仕

組みづくりとして、「県民の日学校ホリデー」「ラーケーションの日」に取り組んだ。 

１ 「県民の日学校ホリデー」 

11 月 27 日の「あいち県民の日」にちなみ、 11 月 21 日から 27 日までの「あいち

ウィーク」期間中 1 日を学校休業日とする「県民の日学校ホリデー」を、県内 54 市

町村の小中学校及び県立学校の全てで実施した。幼稚園や私立学校の８割以上でも

実施し、子供たちは保護者とともに地域の自然、歴史、風土、文化、産業等につい

ての理解と関心を深める体験活動に参加し、愛知への愛着と県民としての誇りをも

つ契機とした。 

2023 年度は、47 市町村が 11 月 24 日（金）を指定して４連休、５市が 27 日（月）

を指定して３連休とし、有意義な休日とすることができた。 

２ 「ラーケーションの日」 

子供たちが、保護者の平日の休みに合わせて、学校外で体験や探究の学び・活動

を自ら考え、企画し、保護者とともに実行することができ、「教育上特に必要な場合

で、校長が出席しなくてもよいと認めた日」とし、欠席扱いにはならない「ラーケ

ーションの日」を創設した。2023 年度は９月以降の実施であったが、県内 53 市町村

の小中学校と県立学校において、３分の１を超える家庭が取り組んだ。 

すべての県立学校と、モデル事業への参加を希望した 18 の市町には、実施に伴っ

て増加する教職員の業務の負担軽減を図るため、校務支援員や非常勤職員を配置す

る必要経費を支援した。 

⑤ 部活動の地域移行・地域連携 

2023 年 6 月に「部活動の地域移行・地域連携の進め方に関するガイドライン」を

策定し、既に７割を超える 40 市町村が、地域移行・地域連携の方向性を決定し、取

組を始めている。 

１ 部活動の地域移行に向けた実証事業 

実証事業については、多くの市町で実施しているが、まだ方向性を決めていない 14 市町

村には、2024 年度中に方針とスケジュールを定めるよう促していく。実証事業では、

保護者と自治体との適切な費用負担の在り方や、経済的に困窮する家庭に対する支

援方策などについて検証を行い、その成果を県内全ての市町村で共有していく。  

２ 人材バンクシステムの整備 

2024 年５月から「あいち地域クラブ活動人材バンク」の運用を開始し、活動の主

体となる市町村の地域クラブ活動と、地域クラブ活動等での指導を希望する方をマ

ッチングしていく。地域クラブ活動の指導者となり得る人材を抱えている企業や大学にも協

力を依頼し、今後に指導者となる人材の確保を目指す。 

① 中高一貫教育の導入 

社会が加速度的に変化し続け、将来の予測が極めて難しい時代において、様々な人と

協働しながら、答えのない課題に対して、失敗を恐れずにチャレンジし、社会に変化を

起こす「チェンジ・メーカー」を育成する。 

○ 第一次導入校 2025 年４月開校 

 明和高等学校・附属中学校  半田高等学校・附属中学校 

刈谷高等学校・附属中学校  津島高等学校・附属中学校 

○ 第二次導入校 2026 年４月開校   

 豊田西高等学校 時習館高等学校 西尾高等学校 日進高等学校 

 衣台高等学校  美和高等学校  愛知総合工科高等学校 

② フレキシブルハイスクール 

不登校経験者など多様な学習ニーズをもつ生徒にとって学びやすい高校として、全

日制・昼間定時制・通信制の３課程を一つの学校内に置き、課程間をフレキシブルに行

き来して学べる新しいタイプの高校を、2025 年４月に開校。 

  佐屋高等学校（農業科・家庭科） 武豊高等学校（普通科） 

  豊野高等学校（普通科）     御津あおば高等学校（普通科）  
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指標の進捗状況＜2023年度の評価と今後の対応＞

年度 数値
記号による
端的な評価

評価の説明

( １ )

ア

「 授業では、 課題の解決に向けて、
自分で考え、 自分から 取り 組んでい
たと 思いますか」 の問いに対し て肯
定的に回答する児童生徒の割合（ 主
体的な学びの指標）

小： 76. 5%
中： 72. 8%

小： 77. 2%
中： 78. 6%

小： 75. 7%
中： 77. 4%

小： 77. 0%
中： 76. 1%

小： Ｂ
中： Ｂ

　 各小中学校においては、 学習指導要領の示す「 学びに向
かう 力、 人間性等」 を育む授業実践が積み重ねら れている
が、 小学校は昨年度の数値を 上回り 、 中学校は下回っ た。
小学校では「 課題の解決に向けて、 自分で考え、 自分から
取り 組んでいる」 と いう 実感をも つこ と ができても 、 中学
校では実験できなく なる生徒が増えていると 考えら れる 。
児童生徒の自己肯定感が高まるよう な手だてを取り なが
ら 、 引き続き 、 主体的な学びを意識し た授業を推進し てい
く 。

小： 80. 3%
中： 77. 6%

イ

「 話し 合う 活動を通じ て、 自分の考
えを深めたり 、 広げたり するこ と が
でき ていると 思いますか」 の問いに
対し て肯定的に回答する児童生徒の
割合（ 対話的な学びの指標）

小： 73. 3%
中： 70. 3%

小： 78. 0%
中： 75. 8%

小： 79. 3%
中： 76. 7%

小： 80. 6%
中： 76. 9%

小： Ａ
中： Ａ

　 小中学校と も に、 肯定的な回答の割合が高く なり 、 前年
度の数値を 上回っ た。 学習指導要領の示す「 主体的・ 対話
的で深い学び」 の実現に向け、 多く の学校で授業改善がな
さ れている と 考える。 今後も 対話的な学びを大切にし た取
組を推進し ていく 。

小： 85. 1%
中： 84. 6%

ウ

「 授業で、 自分の考えを発表する機
会では、 自分の考えがう まく 伝わる
よう 、 資料や文章、 話の組立てなど
を工夫し て発表し ていたと 思います
か」 の問いに対し て肯定的に回答す
る児童生徒の割合（ 表現力を高める
学びの指標）

小： 63. 4%
中： 54. 0%

小： 66. 2%
中： 62. 9%

小： 66. 9%
中： 65. 9%

小： 64. 9%
中： 64. 5%

小： Ｂ
中： Ｂ

　 小中学校と も に、 肯定的な回答の割合が低く なり 、 前年
度の数値を 下回っ た。 策定時から ２ 年続けて数値が伸びて
いたが、 自分の考えを伝える こ と や他の意見を聞く こ と が
できていないと 実感するよう になっ たと 考えら れる。 発表
の場面で、 児童生徒が聞き手に伝わり やすい方法を工夫で
き るよう に、 引き 続き 、 児童生徒の表現力を高める手立て
を講じ ていく 。

小： 70. 5%
中： 65. 9%

( ２ )
授業にＩ Ｃ Ｔ を活用し て指導できる
教員の割合

2025 100% 62. 8%
64. 1%

（ 2020年度）
70. 8%

（ 2021年度）
73. 5%

（ 2022年度）
Ｂ

　 Ｉ Ｃ Ｔ を 活用し て指導でき る教員の割合は、 少し ずつ増
加し ている 。 １ 人１ 台端末等の効果的な活用について、 引
き 続き 県内の好事例を周知すると と も に、 　 研修動画の視
聴や校内研修の積極的な受講を働きかけていく 。

75. 7%
（ 2023年度）

( ３ )
ユネスコ スク ール交流会への参加人
数

毎年度 200人以上 175人
131人

（ 参加申込人数）
100人 約190人 Ｂ

　 2022年度より 、 単独開催ではなく 「 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 　 Ａ Ｉ Ｃ Ｈ
Ｉ 　 Ｅ Ｘ Ｐ Ｏ 」 内で実施をし た。 ステージ発表等を行い、
足を止めて様子を見たり 、 ステージ前に座っ て参加し たり
する人も 見ら れた。

約280人

( ４ )
進学や就職等進路が決まら ないまま
卒業する中学生の人数・ 割合

毎年度 前年度を 下回る
621人
0. 9%

521人
0. 8%

437人
0. 9%

490人
1. 0%

Ｃ

　 前年度に比べて人数、 割合と も に高く なっ ている。 近
年、 外国人学校への入学や海外への移住・ 留学等を選択す
る生徒が増えており 、 現行の調査では、 こ れら を「 進路が
決まら ないまま中学校を卒業する生徒」 に含むこ と も 、 一
つの要因と なっ ている。 また、 「 家事手伝い」 、 「 浪人・
勉強中」 等の生徒も 多いため、 より き め細かな進路指導が
必要である と 考える。

576人
1. 2%

( ５ )
障害のある生徒の支援情報（ 個別の
教育支援計画） の中学校から 高等学
校等への引継率

2023 100% 62. 9% 68. 6% 75. 5% 74. 8% Ｂ

　 引継率を 見ると 、 微減し ているも のの、 昨年度に引き 続
き 、 会議や文書による周知や、 「 個別の教育支援計画啓発
リ ーフ レッ ト 」 の活用に努めた。 引き 続き 、 こ れまでの取
組を継続すると と も に、 市町村教育委員会に対する研究事
業の成果の還元を図るこ と で、 引継率のさ ら なる向上に努
めていく 。

75. 9%

( ６ )
就労アド バイ ザー（ 特別支援学校）
による就労先訪問件数

毎年度 前年度を 上回る 789件 692件 765件 639件 Ｃ

　 訪問件数は減少し たが、 こ れまで取り 組んでき た企業等
に対する障害者雇用の理解啓発により 、 電話連絡で目的を
果たすこ と ができ たり 、 企業が学校を 訪問し たり するケー
スが増えている。 引き 続き実習先や就労先の開拓、 職域の
拡大に向けた取組を実施する こ と で、 障害のある生徒の就
労支援の充実を目指す。

756件

2024年度指　　　標

目　標

毎年度 前年度を 上回る

2022年度

授業改善に関する指標

2023年度

１. 自ら学びに向かう教育を充実させ、自己の可能性を伸ばす力を育みます

ビジョン
策定時

（2019年度）

進捗状況の評価

2021年度

Ａ：順調に進捗

Ｂ：やや進捗

（目標値一部未達成）

Ｃ：進捗が見られない
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指標の進捗状況＜2023年度の評価と今後の対応＞

年度 数値
記号による
端的な評価

評価の説明

( ７ )
幼稚園、 認定こ ども 園、 保育所と 小
学校の連携・ 接続に関し て研修を
行っ ている市町村数

2024 全市町村 ―
30市町
56. 6%

34市町
64. 2%

36市町
67. 9%

Ｂ

幼小接続について、 架け橋プログラ ム作成に向けての機運
が少し ずつ高まり 、 互いの教育について相互理解を図る こ
と の大切さ が浸透し てき ている（ ２ 市町増） 。 幼児教育ア
ド バイ ザーの活用等を含め、 子供の具体的な姿を通し て話
合える研修の場の保障に向けた取組を 継続し ていく 。

35市町
66. 0%

（ ８ ）

ア
「 人が困っ ていると き は、 進んで助
けていますか」 の問いに対し て肯定
的に回答する児童生徒の割合

小： 88. 4%
中： 86. 8%

小： 89. 9%
中： 89. 3%

小： 89. 8%
中： 88. 8%

小： 92. 1%
中： 88. 3%

小： Ａ
中： Ｂ

　 困っ ている人を助けよう と 考えら れる児童生徒の割合
が、 前年度に比べて小学校は上がっ たが、 中学校はわずか
に下がっ た。 「 特別の教科　 道徳」 の授業を中心に、 他者
の思いや立場を推し 量っ たり 、 理解し たり する指導方法の
工夫やボラ ンティ ア活動等の体験活動の計画的な実施に
よっ て、 子供たちの他者への思いやり や親切心を育んでい
く 。

小： 93. 0%
中： 90. 2%

イ
「 自分にはよいと こ ろ があると 思い
ますか」 の問いに対し て肯定的に回
答する児童生徒の割合

小： 81. 6%
中： 74. 8%

小： 77. 2%
中： 77. 2%

小： 78. 9%
中： 78. 6%

小： 83. 0%
中： 79. 4%

小： Ａ
中： Ａ

　 自己を肯定的に捉えている 児童の割合は、 前年度に比べ
て増加し た。 授業や学校行事等の在り 方を工夫し 、 一人一
人の活躍の場を保障するこ と で、 子供たちの自己肯定感を
高めら れる よう にし ていく 。

小： 83. 3%
中： 82. 4%

ウ
「 学校に行く のは楽し いと 思います
か」 の問いに対し て肯定的に回答す
る児童生徒の割合

小： 86. 1%
中： 82. 1%

小： 83. 7%
中： 81. 8%

小： 85. 4%
中： 82. 7%

小： 85. 3%
中： 81. 6%

小： Ｃ
中： Ｃ

　 学校を楽し いと 感じ る子供の割合は、 小学校・ 中学校共
に前年度に比べてわずかに下がっ た。 子供同士の交流の場
を意図的に取り 入れるなど、 授業や学校行事の在り 方を 工
夫し て、 引き 続き 、 子供たち にと っ て魅力のある学校づく
り を推進する。

小： 84. 5%
中： 82. 4%

( ９ )
小中学校、 高等学校、 特別支援学校
におけるいじ めの認知件数

毎年度

児童生徒理解
に基づき 、 積
極的に認知す
る

 　 小： 19, 774件
 　 中：  5, 896件
 　 高：  1, 155件
 　 特      21件

 　 小： 19, 504件
 　 中：  4, 468件
 　 高：  1, 034件
 　 特      34件
    （ 2020年度）

 　 小： 25, 067件
 　 中：  6, 002件
 　 高：  1, 102件
 　 特      27件
    （ 2021年度）

 　 小： 28, 691件
 　 中：  6, 859件
 　 高：  1, 095件
 　 特      41件
    （ 2022年度）

小： Ａ
中： Ａ
高： Ｂ
特： Ａ

（ 小中） 今後も 、 いじ めの見逃し ゼロ を 目指し 、 子供に
寄り 添っ た支援・ 指導の充実を図っ ていく 。
（ 高校） 積極的な いじ め認知を 行う 一方で、 各校が、 発
達支持的生徒指導な ど いじ め未然防止にも 力を 入れた 結
果、 認知件数は前年度よ り 若干減少し た。 引き 続き 、 き め
細かな生徒理解を働き かけていく 。
（ 特支） 昨年度と 比較し て 、 認知件数は増加し た。 学校
において、 こ れまで以上に児童生徒に目を 配り 、 引き 続き
支援・ 指導し ていく 。

 　 小： 29, 295件
 　 中：  7, 276件
 　 高：  1, 037件
 　 特：     55件
    （ 2023年度）

( 10)
小中学校、 高等学校、 特別支援学校
におけるいじ めの解消率

毎年度 100% 77. 1%
70. 0%

 （ 2020年度）
71. 9%

 （ 2021年度）
71. 3%

 （ 2022年度）
Ｃ

（ 小中） 　 いじ めの解消は３ か月の経過を見たう えで判断
するも のであり 、 それぞれの学校で丁寧に経過観察をし て
いるこ と がわかる。 今後も 、 各市町村教育委員会の担当者
を通じ て、 スク ールカ ウンセラ ー等の適切な活用を始め、
早期発見・ 早期対応に向けて、 教員の意識を高めていく 。
（ 高校） 　 いじ めの解消率は、 若干減少し たが、 個々のい
じ め事案に丁寧に対応し 、 根本的な解決に努めている。 い
じ めの解消は、 発生後３ か月程度継続し て観察し 、 解消と
判断し ている。
（ 特支） 　 速やかにいじ め不登校等対策委員会を招集し 、
いじ めの現状把握や対応する 職員の役割分担を行う など組
織で対応し た。 該当児童生徒への指導や支援、 保護者への
報告、 関係諸機関と の連携等に組織と し て取り 組んでい
く 。
※解消率に関する調査は、 調査対象期間が4月1日から 3月31
日であるが、 解消については発生後３ か月程度の観察の後
に判断する ため、 1月1日から 3月31日に発生し たいじ めは計
上でき ない。

74. 3%
 （ 2023年度）

道徳性・ 社会性、 自己肯定感、 魅力ある 学校に関する指標

毎年度 前年度を 上回る

２. 人としての在り方・生き方を考える教育を充実させ、実践力を伴った道徳性・社会性を育みます

指　　　標

目　標
ビジョン
策定時

（2019年度）
2021年度 2022年度 2023年度

進捗状況の評価

2024年度

※１

2020年度から調査を実施。
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指標の進捗状況＜2023年度の評価と今後の対応＞

年度 数値
記号による
端的な評価

評価の説明

( 11)

小中学校、 高等学校、 特別支援学校
におけるスク ールカ ウンセラ ーの相
談時間数（ 小中学校） 、 配置人数
（ 高等学校、 特別支援学校）

毎年度 増加

　 小： 40, 950時間
　 中： 62, 065時間
　 高： 54人
　 特： １ 人

小中： 106, 452時間
　 　 　 （ Ｓ Ｖ 除く ）
  高： 58人
  特： ２ 人

小中： 112, 324時間
　 　 　 （ Ｓ Ｖ 除く ）
  高： 58人
  特： ５ 人

小中： 118, 260時間
　 　 　 （ Ｓ Ｖ 除く ）
  高： 62人
  特： ５ 人

小中： Ａ
  高： Ａ
  特： Ａ

（ 小中） 　 スク ールカ ウンセラ ーの相談時間数は、 毎年度
少し ずつ増加し ており 、 効果的に活用さ れていると 考え
る。 引き続き 、 教育相談体制の充実を 図っ ていく 。
（ 高校） 　 スク ールカ ウンセラ ーの配置人数が前年度から
増加し 、 教育相談体制を充実さ せるこ と ができた。
（ 特支） 　 配置人数を増やすこ と ができ、 学校内における
スク ールカ ウンセラ ーの活用が進んだ。 し かし 、 配置時間
数不足によ り 、 各校への巡回相談が実施でき ていないた
め、 一層の充実を図り たい。

小中： 120, 662時間
　 　 　 （ Ｓ Ｖ 除く ）
   　 高： 62人
 　   特： ５ 人

( 12)
小中学校、 高等学校、 特別支援学校
におけるスク ールソ ーシャ ルワー
カ ーの配置人数

毎年度 増加

　   小中： 59人
 （ 中核市等を除く ）
　     高： ７ 人
      特： １ 人

　     小中： 68人
 （ 中核市等を除く ）
　       高： ９ 人
        特： ２ 人

　     小中： 83人
 （ 中核市等を除く ）
　  　    高： 10人
　 　 　 　 特： ２ 人

　     小中： 96人
 （ 中核市等を除く ）
　  　    高： 10人
　 　 　 　 特： ２ 人

小中： Ａ
  高： Ｂ
  特： Ｂ

（ 小中） 　 学校に配置さ れる スク ールソ ーシャ ルワーカ ー
は、 毎年度増加し ている。 今後も 市町村が配置し たスク ー
ルソ ーシャ ルワーカ ーに係る 費用の一部を補助し 、 相談体
制の充実を 図っ ていく 。
（ 高校） 　 配置人数は前年度から 増加し ていないが、 ス
ク ールソ ーシャ ルワーカ ーの活用に努め、 教育相談体制を
充実さ せる こ と ができ た。
（ 特支） 　 配置人数を維持し 、 学校内におけるスク ール
ソ ーシャ ルワーカ ーの活用については周知が進んだ。 し か
し 、 さ ら なる関係機関と の連携等を実施するため、 一層の
充実を図り たい。

　     小中： 110人
 （ 中核市等を除く ）
　  　    高： 10人
　 　 　 　 特： ２ 人

( 13)
若者・ 外国人未来応援事業の実施地
域数と 受講者数

2025 ９ 地域 130人
５ 地域
85人

８ 地域
167人

９ 地域
189人

９ 地域
206人

Ａ
（ 目標達成）

　 2025年度までに実施地域を ９ 地域、 受講者を130人に拡大
する目標については、 2022年度に達成するこ と ができた。
今後、 支援を必要と する人に、 情報等が行き 届く 工夫を 実
施するこ と で、 より 効果的な事業展開を進めていき たい。

９ 地域
186人

( 14)
放課後児童ク ラ ブ児童の放課後子ど
も 教室等教育プロ グラ ムへの参加が
可能な小学校区の割合

2025 100% 54. 5% 57. 4% 54. 3% 50. 5% Ｃ

　 放課後子ども 教室の全体数は増加し たが、 放課後児童ク
ラ ブと 接続し ていない放課後子ども 教室が増えたため、 連
携型・ 校内交流型の割合が低下し ている。 放課後子ども 教
室の意義や子供たち・ 地域住民にも たら す効果についてさ
ら なる周知を図り 、 連携型・ 校内交流型を増やし ていき た
い。
※連携型： 放課後児童ク ラ ブ及び放課後子ども 教室が連携
し て、 共働き 家庭等の児童を 含めた全ての児童が放課後子
ども 教室の活動プログラ ムに参加し 、 交流できるも の。
※校内交流型： 「 連携型」 のう ち、 同一小学校内等で両事
業を実施し ているも の。

52. 7%

( 15)
生活困窮世帯・ ひと り 親家庭の子ど
も の学習支援事業の実施市町村数

2024 全市町村
41市町

（ 2020年度）
43市町 44市町 44市町 Ｂ

　 財政的な課題があるこ と や他の類似し た学習支援事業を
活用し ているこ と から 、 実施し ていない自治体がある。 今
後も 引き続き 、 事業の意義や国の補助金が活用でき るこ と
を通知し 、 事業実施に向けた積極的な検討を働き かけてい
く 。

45市町

( 16)
小学校における 新たな体力向上運動
プログラ ムの活用状況

2025 100% ―
プログラ ムの
内容を見直し

28. 4% 60. 2% Ｂ

 会議や研修会等での周知により 、 活用率は昨年度を上回っ
たが、 目標を達成するこ と はでき なかっ た。 2025年度に
100％の活用率と なるよう に、 効果的な活用事例を各学校や
市町村教育委員会に対し て積極的に発信し 、 活用率の向上
を目指す。

61. 7%

2023年度

進捗状況の評価

2024年度指　　　標

目　標
ビジョン
策定時

（2019年度）
2021年度 2022年度

３. 健やかな体と心を育む教育を充実させ、生涯にわたって、たくましく生きる力を育みます

※２

2021年度にプログラムを

作成、2022年度から指標

として活用。
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指標の進捗状況＜2023年度の評価と今後の対応＞

年度 数値
記号による
端的な評価

評価の説明

( 17)
自殺予防対策の取組を 実施し た中学
校、 高等学校、 特別支援学校の割合

毎年度 前年度を 上回る 85. 0% 79. 7% 80. 8% 81. 6% Ｂ

　 実施率が前年度を上回ると いう 目標について達成する こ
と ができたが、 ビジョ ン策定時の数値には達し ていない。
他部局と も 連携し ながら 、 実施率のさ ら なる向上を目指し
て学校訪問時に指導し たり 、 研修会等で呼びかけを継続し
たり し ていく 。

78. 2%

( 18)
学校での食物アレ ルギー対策のため
の研修・ 訓練等を 実施し た 小中学
校、 高等学校、 特別支援学校の割合

毎年度 前年度を 上回る 95. 8% 95. 3% 95. 8% 96. 3% Ａ
　 研修実施校は年々増加し ており 、 昨年度を0. 5ポイ ン ト 上
回るこ と ができた。 今後も 、 研修等における呼びかけ等を
継続し ていく 。

96. 8%

( 19)
「 アート フ ェ スタ 　 －愛知県高等学
校総合文化祭－」 の参加者数

毎年度 5, 400人以上 5, 426人 1, 653人 3, 625人 5, 312人 Ｂ

　 アート フ ェ スタ は、 舞台・ パネル・ 文芸・ 展示の４ 部門
の発表から なる高校生の文化の祭典である。 2023年度は全
部門を同日に開催するこ と ができ た。 参加者の目標数値を
達成するこ と はできなかっ たが、 今後は多く の県民に周知
するため、 新たな広報媒体の検討等、 広報活動の促進を
図っ ていく 。

5, 252人

( 20)
イ ンタ ーンシッ プ等に取り 組んだ高
等学校の生徒数

2025 20, 000人 20, 257人 6, 763人 8, 775人 11, 924人 Ｂ

　 新型コ ロ ナウイ ルス感染症による制限が緩和さ れるにし
たがい、 参加生徒数は徐々に増加し ている。 コ ロナ前の参
加生徒数まで回復し ておら ず、 目標数にと どいていない。
　 今後も 、 イ ンタ ーンシッ プ等のキャ リ ア教育に関する 体
験活動に参加する生徒がより 多く なる よう 、 各高等学校に
キャ リ ア教育コ ーディ ネータ ーの活用を呼びかける。

( 21)

高等学校第３ 学年において、 英検準
２ 級以上を取得し ている生徒及び英
検準２ 級以上相当の英語力を有する
と 思われる生徒の割合

2025 50% 36. 7% 39. 2% 41. 3% 46. 1% Ｂ

　 普通科では60. 1％（ 2022年度54. 5％） の生徒が、 英検準
２ 級以上相当の英語力を有し ており 、 数値目標を達成し て
いる。 目標数値の達成に向けて、 高等学校における英語教
育のさ ら なる充実を図っ ていく 。

46. 6%

( 22) 外国人のプレスク ール実施市町村数 2025 増加 16市町村 18市町村 20市町村
2023年度
実施せず

―
2023年度以降、 事業の実施体制変更により 市町村数の把握
ができ なく なっ たため、 評価も できなく なっ た。

2024年度
実施せず

( 23) 日本語教育適応学級担当教員の数 毎年度
外国人児童生
徒数等に応じ
た適正配置

523人
（ 2020年度）

535人 547人 562人 Ａ
　 配当基準に基づき、 日本語教育が必要な児童生徒への指
導を行う 担当教員を適切に配置するこ と ができた。

579人

( 24)
法定遵守事項である時間外在校等時
間の上限（ 月45時間以内、 年360時
間以内） を超過し ている教員の割合

2025

小： ０ %
中： ０ %
高： ０ %
特： ０ %

―

小： 34. 5%
中： 46. 6%
高： 19. 2%
特：  6. 0%

小: 32. 2%
中: 43. 0%
高: 17. 7%
特: 04. 7%

小: 28. 0%
中: 41. 1%
高: 16. 7%
特:  3. 7%

小： Ｂ
中： Ｂ
高： Ｂ
特： Ｂ

全県的な学校の開錠・ 施錠時間等の設定など在校時間管理
の徹底や、 業務改善研修及びモデル校の取組成果の共有
（ 取組をまと めたハンド ブッ ク の配布、 実践発表会の実
施） により 、 時間外在校等時間の縮減に努めた。 また、 小
中学校においては、 日課や行事の見直し ・ 精選、 テスト の
電子採点により 、 やや進捗が見ら れた。
引き続き外部人材の活用や業務改善に向けた民間事業者へ
の分析委託を進めるなど、 具体的な取組を進めて、 時間外
在校等時間の縮減に努めると と も に、 働き 方改革ロード
マッ プを作成し 、 目標達成を 目指す。

小: 25. 1%
中: 37. 3%
高: 15. 5%
特:  2. 9%

指　　　標

目　標
ビジョン
策定時

（2019年度）
2021年度 2022年度 2023年度

進捗状況の評価

2024年度

４. ふるさとの魅力やあいちの伝統・文化に学びつつ、技術の進歩に取り組み、社会の発展を支える人を育みます

５. 世界につながり、生き生きと活躍するために必要な力を育みます

６. 子供の意欲を高め、教師の働きがいがある魅力的な教育環境づくりを進めます

※３

時間外在校等時間の上

限（月45時間以内、年

360時間以内）について

は、2021年度から調査

を実施。

として活用。
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指標の進捗状況＜2023年度の評価と今後の対応＞

年度 数値
記号による
端的な評価

評価の説明

( 25)
コ ミ ュ ニティ ・ スク ールを導入し て
いる学校数

毎年度 前年度を 上回る
小： 105校
中： 050校

小： 146校
中：  70校
高：  ３ 校

小： 199校
中：  92校
高：   ３ 校
特： 　 ３ 校

小： 338校
中： 140校
高：  ４ 校
特：  ４ 校

小： Ａ
中： Ａ
高： Ｂ
特： Ｂ

（ 小中） 　 コ ミ ュ ニティ ・ スク ールを 導入する学校数が大
幅に増加し た。 県内全体で導入の機運が高まっ ているが、
市町村によ っ て温度差が大き い。 未導入の市町村へ働き か
け、 導入校をさ ら に増やし ていく 。
（ 高校・ 特支） 　 高校１ 校、 特別支援学校１ 校で新たに導
入し た。 高校、 特別支援学校における 導入事例及び効果を
広く 周知し 、 導入の機運を高めていく 。

小： 385校
中： 158校
義務: １ 校
高：  ４ 校
特：  ４ 校

( 26)
愛知県公立学校教員採用選考試験の
志願倍率

毎年度 前年度を 上回る

小： 3. 1倍
中： 4. 1倍
高： 7. 0倍
特： 4. 0倍

小： 2. 7倍
中： 4. 4倍
高： 7. 9倍
特： 3. 9倍

小： 2. 5倍
中： 4. 2倍
高： 6. 3倍
特： 3. 5倍

小： 2. 4倍
中： 4. 3倍
高： 5. 9倍
特： 3. 0倍

小： Ｃ
中： Ｂ
高： Ｃ
特： Ｃ

　 教員採用試験の志願倍率が中学校の受験区分を除き、 前
年度を下回っ た。 こ れは、 小学校、 高等学校の受験区分に
おいては志願者数が減少し たため、 特別支援学校の受験区
分においては採用人数を増加さ せたためである。
　 2024年度実施の教員採用選考試験においては、 大学３ 年
生等に第１ 次試験の受験機会を拡大するこ と と し た。 引き
続き受験者の確保に努めていく 。

小： 2. 6倍
中： 3. 4倍
高： 3. 9倍
特： 2. 3倍

( 27)
大規模災害や感染症拡大時における
オンラ イ ンによる学習環境を整備し
た市町村数

2025 全市町村 ― 46市町 49市町村 53市町村 Ａ

　 県内公立学校の小・ 中・ 高等学校、 特別支援学校におけ
る児童学徒用１ 人１ 台端末の整備は、 ほぼ完了し ている 。
また、 オン ラ イ ン学習を維持でき る体制も 整えら れつつあ
る。 今後は、 普段から の端末利活用を より 推進し 、 緊急時
にも 即対応できるよう に、 市町村に働きかけていく 。

( 28)  

実効性を高めるために、 危機管理マ
ニュ アルの見直し を実施し た学校
や、 地域の防災課題に応じ た防災・
避難訓練等を実施し た学校の割合

毎年度

見直し 実施：
100%

避難訓練等：
100%

見直し 実施：
95. 2%

避難訓練等：
100%

（ 2018年度）

文科省調査を
実施せず

見直し 実施：
94. 5%

避難訓練等： 95. 2%

文科省調査を
実施せず

―

　 危機管理マニュ アルの見直し については、 100％実施と な
るよう に引き 続き 働き かけていく 。 また、 日ごろ から 課題
の評価を行い、 必要に応じ てマニュ アルの改訂をし ていく
よう 、 所管事務担当者会や学校訪問等を通し て働き かけて
いく 。 防災・ 避難訓練については、 新型コ ロナウィ ルス感
染症の影響で、 一時的に実施校が減少し た。 災害発生時の
避難経路や避難行動の学習のためにも 100％実施と なる よ
う 、 防災に関する各研修会等を通し て働き かけていく 。

見直し 実施：
97. 0％

避難訓練等：
95. 6％

( 29)
教職員を対象と し て、 Ａ Ｅ Ｄ の使用
を含む応急手当の実習を実施し た学
校の割合

2025 100%
96. 7%

（ 2018年度）
文科省調査を

実施せず
94. 9%

文科省調査を
実施せず

―

　 Ａ Ｅ Ｄ の使用を含む応急手当の実習実施については、 新
型コ ロナウィ ルス感染症の影響により 実施校が減少し た。
今後も 、 学校事故対応講習会や学校訪問を通し て、 Ａ Ｅ Ｄ
の使用を含む応急手当の実習の重要性を啓発し 、 100％の実
施と し ていく 。 また、 実習・ 訓練を通し て課題を明ら かに
し 、 危機管理体制の見直し を 進めていく よう 働き かけてい
く 。

文科省調査を
実施せず

７. 大規模災害や感染症拡大等の緊急時においても、子供たちが安心・安全に学べることを保障します

指　　　標

目　標
ビジョン
策定時

（2019年度）
2021年度 2022年度 2023年度

進捗状況の評価

2024年度

を実施。

※４

2021年度から調査を実施。
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第五次愛知県教育振興基本計画（仮称）検討会議 

協 議 の ポ イ ン ト 

１ 資料６ 基本理念について 

【事務局案】 

第五次計画においても、これまでの基本理念を継承するが、大切にし

ていきたい具体的な事項は本編に適切に記述し、計画を手にした方々に

とって、馴染みやすい端的な表現としたい。 

 事務局案 

社会の担い手となる人材を育むとともに 誰もが自らを高め・ 

高め合うことのできる あいちの学びを進めます 

２ 資料７ 基本的な方針と基本施策について 

 【事務局案】 

  第四次計画は、７つの「取組の方向」と 30 の「取組の柱」で構成さ

れているが、相互に関連する内容があることと、地教行法で定められ実

施している点検・評価の指標と合致させる観点から再構成したい。 

 ４つの「基本的な方針」と 18 の「基本施策」への再構成及び、

内容について、ご意見をいただきたい。 

３ 資料８ 基本施策と施策の展開について 

 【事務局案】 

資料７の事務局案のとおり再構成しても、第四次計画の「施策の展開」

は原則網羅しつつ、今日的な教育課題を追記した上で整理したい。 

 第四次計画の策定以降、資料に記載の「今回追記を考えている施

策」及び、その他追記すべき今日的な教育施策について、ご意見を

いただきたい。 
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